
令和４年10月５日現在

＜当局等提出議案＞

決算案件12件、人事案件３件、予算案件４件、条例案件１件、一般案件２件、市長報告事件７件、

監査委員報告事件４件で、合計33件。

＜議員提出議案＞

条例(規則)案件１件

＜その他議案＞

請願１件

当局提出による議案

議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

認第10号
令和３年度焼津市一般会計歳入歳出
決算認定について
【関係課】

歳入決算額　66,279,187,256円
歳出決算額　63,150,681,886円
差引残額　 　3,128,505,370円

賛成多数
認定

認第11号
令和３年度焼津市し尿処理事業特別
会計歳入歳出決算認定について
【下水道課】

歳入決算額　508,564,026円
歳出決算額　408,161,263円
差引残額  　100,402,763円

全会一致
認定

認第12号
令和３年度焼津市土地取得事業特別
会計歳入歳出決算認定について
【管財課】

歳入決算額　20,916,979円
歳出決算額　20,910,000円
差引残額　  　　 6,979円

全会一致
認定

認第13号

令和３年度焼津市国民健康保険事業
特別会計歳入歳出決算認定について
【国保年金課・健康づくり課・納税
促進課】

歳入決算額　13,412,258,273円
歳出決算額　13,165,874,287円
差引残額　 　  246,383,986円

賛成多数
認定

認第14号
令和３年度焼津市温泉事業特別会計
歳入歳出決算認定について
【観光交流課】

歳入決算額　225,224,465円
歳出決算額　224,223,992円
差引残額  　　1,000,473円

全会一致
認定

認第15号
令和３年度焼津市駐車場事業特別会
計歳入歳出決算認定について
【道路課】

歳入決算額　8,923,619円
歳出決算額　7,766,949円
差引残額　  1,156,670円

全会一致
認定

認第16号

令和３年度焼津市介護保険事業特別
会計歳入歳出決算認定について
【地域包括ケア推進課・介護保険
課】

歳入決算額　12,651,015,231円
歳出決算額　12,121,020,220円
差引残額　　 　529,995,011円

全会一致
認定

認第17号

令和３年度焼津市後期高齢者医療事
業特別会計歳入歳出決算認定につい
て
【国保年金課】

歳入決算額　1,804,505,994円
歳出決算額　1,755,011,574円
差引残額　 　　49,494,420円

全会一致
認定

認第18号
令和３年度焼津市港湾事業特別会計
歳入歳出決算認定について
【大井川港管理事務所】

歳入決算額　712,900,235円
歳出決算額　679,787,837円
差引残額　 　33,112,398円

全会一致
認定
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事業収益　   2,154,288,564円
事業費用　   1,848,176,447円
当年度純利益　 306,112,117円

剰余金については、当年度未処分利益剰余金
685,761,218円のうち、1,600万円を減債積立金
に積み立て、290,112,117円を建設改良積立金
に積み立て、379,649,101円を資本金に組み入
れる。

認第20号
令和３年度焼津市病院事業会計決算
認定について
【企画経理課】

事業収益　  14,322,554,738円
事業費用　  13,856,542,584円
当年度純利益 　466,012,154円

全会一致
認定

認第21号
令和３年度焼津市公共下水道事業会
計決算認定について
【下水道課】

事業収益　   1,776,767,405円
事業費用　   1,832,269,218円
当年度純損失　  55,501,813円

全会一致
認定

認第22号
焼津市教育委員会委員長の任命につ
いて
【人事課】

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４
条第１項の規定により、議会の同意を求める。
任命しようとする者：羽田明夫氏（再任）

全会一致
同意

認第23号
焼津市教育委員会委員の任命につい
て
【人事課】

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４
条第２項の規定により、議会の同意を求める。
任命しようとする者：増田徹哉氏（再任）

全会一致
同意

認第24号
人権擁護委員候補者の推薦について
【くらし安全課】

人権擁護委員法第６条第３項の規定により、議
会の意見を求める。
推薦しようとする者：増田澄浩氏（新任）

全会一致
同意

議第46号
令和４年度焼津市一般会計補正予算
（第５号）案
【関係課】

歳入歳出それぞれ10億3,752万３千円の増額補
正を行う。
６月補正後の事情変化及び急激な原油価格・物
価高騰対策として、歳出においては、新型コロ
ナウイルスワクチン接種費（新型コロナ緊急対
策）、高齢者生活応援事業費（総合緊急対
策）、介護施設緊急支援事業費（総合緊急対
策）、幼児保育施設等緊急支援事業費（総合緊
急対策）及び学校給食食材費等の経費の追加・
増額を行うとともに、歳入においては、新型コ
ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等
の国庫支出金、前年度繰越金等の増額等を行
う。
また、このほか債務負担行為及び地方債の補正
を行う。
補正後予算額　570億5,376万９千円

全会一致
原案可決

議第47号
令和４年度焼津市し尿処理事業特別
会計補正予算（第１号）案
【下水道課】

し尿処理事業基金積立金を１億674万２千円増
額する等、歳入歳出それぞれ9,040万２千円の
増額補正を行う。
また、このほか債務負担行為及び地方債の補正
を行う。
補正後予算額　５億4,300万２千円

全会一致
原案可決

認第19号
令和３年度焼津市水道事業会計決算
認定及び剰余金処分案について
【水道総務課】

賛成多数
認定及び
原案可決
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議第48号
令和４年度焼津市港湾事業特別会計
補正予算（第１号）案
【大井川港管理事務所】

本年４月に発生した令和４年台風第１号への対
応により予備費を充用したことに伴い、予備費
を増額するため、歳入歳出それぞれ1,000万円
の増額補正を行う。
補正後予算額　４億680万円

全会一致
原案可決

議第49号

焼津市職員の育児休業等に関する条
例の一部を改正する条例の制定につ
いて
【人事課】

育児を行う職員の職業生活と家庭生活の両立を
一層容易にすることを趣旨とした人事院規則の
改正による国家公務員の育児休業制度との権衡
を踏まえ、非常勤職員の育児休業の取得等に関
し、所要の改正を行おうとするもの
１　改正の内容
(1)子の出生の日から57日間以内の非常勤職員
の育児休業の取得要件の緩和
(2)子が１歳以降の非常勤職員の育児休業取得
の柔軟化
(3)再度の育児休業の取得に関する改正
２　施行期日　令和４年10月１日
３ 経過措置 この条例の施行日前に上記育児
休業計画書を提出した職員に対する育児休業に
関する規定の適用については、なお従前の例に
よる

全会一致
原案可決

議第50号
焼津市道路線の廃止について
【土木管理課】

道路法第10条第１項の規定により、１路線を廃
止しようとするもの
都市計画の変更に伴う廃止 志太海岸線の一定
区間

全会一致
可決

議第51号
令和４年度焼津市一般会計補正予算
（第６号）案
【関係課】

歳入歳出それぞれ８億4,343万４千円の増額補
正を行う。
一般会計における令和４年台風第15号被害対応
及び急激な原油価格・物価高騰対策として、歳
出においては、災害廃棄物処分等事業費（台風
15号関連）、農業施設管理費（台風15号関
連）、土木施設災害復旧事業費（現年度）等の
台風第15号による被害への対応に要する経費を
増額及び追加するとともに、電力・ガス・食料
品等価格高騰緊急支援給付金給付事業費及び同
事務費（物価高騰対策）並びに肥料価格高騰緊
急対策事業費（総合緊急対策）の急激な原油価
格・物価高騰対策に要する経費の追加を行うと
ともに、歳入においては、財源として見込まれ
る新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時
交付金等の国庫支出金及び財政調整基金の取崩
しによる繰入金の増額及び追加を行う。
補正後予算額　578億9,720万３千円

全会一致
原案可決
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議第52号
和解について
【スポーツ課】

損害賠償請求事件に関し、次のとおり和解する
ことについて、地方自治法第96条第１項第12号
の規定により議会の議決を求める。
【和解条項】
(1)控訴人ら及び被控訴人らは、本件事故につ
いて、控訴人らが被控訴人らに対して損害賠償
義務を負わないことを相互に確認する。なお、
控訴人らは、今後とも焼津みなとマラソン大会
の安全な運営・遂行に努めることを約束する。
(2)控訴人らは、被控訴人らに対し、合計300万
円の見舞金の支払義務があることを認める。
(3)控訴人らは、被控訴人らに対し、連帯し
て、前項の金員を和解成立後１か月以内に、被
控訴人ら指定の口座に振り込む方法により支払
う。ただし、振込手数料は控訴人らの負担とす
る。
(4)被控訴人らは、控訴人らに対するその余の
請求を放棄する。
(5)被控訴人らは、控訴人らが静岡地方裁判所
令和４年（モ）第1031号強制執行停止決定申立
事件について供託した担保（静岡地方法務局令
和３年度金第600号、同第601号）の取消しに同
意し、その取消決定に対し抗告しない。
(6)控訴人ら及び被控訴人らは、控訴人らと被
控訴人らとの間には、本件に関し、本和解条項
に定めるもののほか、何らの債権債務のないこ
とを相互に確認する。
(7)訴訟費用は、第１審、第２審とも各自の負
担とする。

全会一致
可決

報第18号
令和３年度焼津市土地開発公社の決
算状況について
【管財課】

地方自治法第243条の３第２項の規定による報
告

了承

報第19号
令和３年度公益財団法人焼津市振興
公社の決算状況について
【財政課】

地方自治法第243条の３第２項の規定による報
告

了承

報第20号
令和３年度の焼津市の財政の健全化
に関する比率の報告について
【財政課】

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３
条第１項及び第22条第１項の規定に基づき、監
査委員の意見を付けて、令和３年度の健全化判
断比率及び資金不足比率を報告。
１　健全化判断比率
実質赤字比率（数値なし）、連結実質赤字比率
（数値なし）、実質公債費比率6.5％、将来負
担比率8.4％
２　資金不足比率
水道事業会計（数値なし）、病院事業会計（数
値なし）、公共下水道事業会計（数値なし）、
温泉事業特別会計（数値なし）

了承
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報第21号
私債権の放棄について
【管財課・水道総務課・医事課】

市の保有する私債権について、焼津市債権管理
条例第13条第１項の規定に基づき放棄したの
で、同条第２項の規定により報告するもの
１　放棄した私債権の名称、件数及び額
(1) 土地貸付料　59件　1,847,557円
(2) 水道料金　429件　1,035,093円
(3) 焼津市立総合病院使用料及び手数料
　　34件　731,691円
２　放棄した事由及び件数
(1) 債務者の失踪、行方不明等　511件
(2) 破産法等の法令による免責　11件

了承

報第22号

専決処分事件の報告について（固定
資産課税台帳の登録誤りに起因する
損害賠償事件について）
【課税課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告
１　相手方　市外男性
２　損害賠償額　694円

了承

報第23号

専決処分事件の報告について（道路
管理瑕疵による自動車破損事故に起
因する損害賠償事件について）
【土木管理課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告
１　相手方　市外男性
２　損害賠償額　25,384円

了承

報第24号

専決処分事件の報告について（浄化
槽破損事故に起因する損害賠償事件
について）
【下水道課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告
１　相手方　市内男性
２　損害賠償額　138,600円

了承

焼154-33号
令和４年５月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第１項の規定による報
告

了承

焼154-34号
令和４年６月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第１項の規定による報
告

了承

焼154-49号
令和４年７月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第１項の規定による報
告

了承

焼154-53号
令和４年８月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第１項の規定による報
告

了承

議員提出による議案

議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

発議案
第２号

焼津市議会会議規則の一部を改正す
る規則の制定について

改正の内容
１ 会議規則123条にある「起立者による表
決」を「起立または挙手による表決」に改正す
る
２ 会議規則134条にある「署名または記名押
印」を「記名」に改正する

全会一致
原案可決
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請願

議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

請願
第１号

安心・安全な学校給食と給食費無償
化を求める請願

安全な「食」と「無償化」を学校給食において
推進していくことで、焼津市が「安心・安全に
子育てできる街」として活性化し、発展してい
くと考え、以下の事項が実現されるよう請願す
る

１　給食費の無償化
２ 学校給食に有機栽培食材（農薬・化学肥料
不使用）を取り入れる取り組みの推進
３　給食の調理場を自校直営方式にする
４　アルミパックご飯を止める

閉会中
継続審査
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